
H30.3.5 子ども・子育て会議放課後児童健全育成事業部会 

【資料６】 

札幌市児童福祉法施行条例の改正について 

 

１ 放課後児童支援員の資格要件の見直し（平成 30 年 4 月厚生労働省令施行予定） 

➢ 省令改正の内容（予定） 

・放課後児童支援員の基礎資格等について、中学校卒業者のうち、５年以上の実務経

験があり、かつ市町村長が適当と認めた者に対象を拡大 

・放課後児童支援員の資格要件のうち、小学校等の教諭となる資格を有する者に関す

る規定を、「教員免許法上の教員免許を有する者（効力は問わない）」を対象とする

ことで整理 

➢ 現行の条例 

第 138 条の９-３ 

（3）学校教育法に基づく高等学校（旧中等学校令（昭和１８年勅令第３６号）に

基づく中等学校を含む。）若しくは中等教育学校を卒業した者、同法第９０条第２

項の規定により大学に入学した者若しくは通常の課程による１２年の学校教育を

修了した者（通常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した者を

含む。）又は文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者（第９号

において「高等学校卒業者等」という。）であって、２年以上児童福祉事業に従事

したもの 

（4）小学校又は学校教育法に規定する幼稚園、中学校、高等学校若しくは中等教

育学校の教諭となる資格を有する者 

（9）高等学校卒業者等であり、かつ、２年以上放課後児童健全育成事業に類似す

る事業に従事した者であって、市長が適当と認めたもの 

➢ 市の条例改正の方針（案） 

省令のとおり改正する。 

 

２ その他の改正予定 

➢ 放課後児童支援員認定資格研修の実施者の変更（平成 31 年度省令改正予定） 

第 138 条の９ 

３ 放課後児童支援員は、次の各号のいずれかに該当する者であって、都道府県知

事が行う研修を修了したものでなければならない。 

⇒放課後児童支援員認定資格研修の実施に関する事務・権限について、都道府県だけ

でなく指定都市も実施可能とする。 

 

➢ 職員配置基準の弾力化（省令改正年度未定） 

第 138 条の９ 

５ 放課後児童支援員及び補助員は、放課後児童健全育成支援の単位ごとに専ら当

該支援の提供に当たる者でなければならない。ただし、利用者が２０人未満の放課

後児童健全育成事業所であって、放課後児童支援員のうち１人を除いた者又は補助

員が同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事している場合その他の放課

後児童健全育成支援に支障がない場合については、当該放課後児童支援員又は補助

員は、他の職務に従事することができる。 

⇒放課後子供教室と一体型の放課後児童クラブの実施について、児童の数が 20 名未

満の場合の職員配置基準の弾力化 


